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大阪府豊能町過疎地域指定直後の空き家問題等総合相談体制の整備

	事業主体名
	特定非営利活動法人空き家サポ－トセンタ－

	連携先
	１　大阪府豊能町役場
２　大阪府豊能町各自治会
３　たいせい住宅大阪(株) 
４　(株)斎藤工務店
５　(株)ＦＭマザ－シップ

	対象地域
	大阪府豊能町(但し豊能町外で所有する物件の所在する都府県を含む)

	事業概要
	本事業で取り組んだ事業の概要は、以下の通りです。
１　空き家問題総合相談窓口の開設と整備
２　豊能町内のモデル地区における空き家の悉皆調査及び住民の意識調査
３　空き家セミナ－及び各種法律相談会の開催
４　移住を目的とした豊能町日帰り体験ツア－
５　古民家リフォ－ム塾の開催
６　日本で初めてのＦＭ放送による空き家問題啓発放送
７　豊能町西公民館で「空き家問題と終活」のパネル展示
８　空き家の管理


	事業の特徴
	　取り組み体制は、以下の通りです。
１　空き家問題解決の必要か有資格者の積極的な登用
２　個人情報の厳格な管理
３　国の機関や行政との連携

	成果
	事業の成果は、以下の通りです。
１　豊能町との空き家対策事業に関する協定書の締結
２　豊能町広報誌「広報とよの」へ本事業内容の掲載
３　豊能町後援事業の認定
４　豊能町町議会への事業広報
５　豊能町自治会への事業広報
６　空き家問題総合相談窓口の開設と整備
７　モデル地区における空き家の悉皆調査及び住民の意識調査
８　空き家セミナ－及び各種法律相談会の開催
９　移住を目的とした豊能町日帰り体験ツア－
10　古民家リフォ－ム塾の開催
11　日本で初めてのＦＭ放送による空き家問題啓発放送
12　空き家問題と終活に関するパネル展示
13空き家の管理

	成果の公表方法
	１ 当法人が管理運営するホームペ－ジへ掲載して衆人の閲覧を行います。
２ 株式会社価値総合研究所のご指示に従い成果を公表します。

	今後の課題
	１　官民総合一体となった空き家問題啓発活動の推進・拡充について
２　日本人の意識の変化に呼応した空き家活動の推進について


１．事業の背景と目的
１　全般
大阪府には４３（大阪市内の区２４を除く）の行政がありますが政府は豊能町が過疎地域自立促
進特別措置法で定めた人口減と財政力不足の要件を満たしたことから大阪府で第４番目となる過疎
地域に指定しました。
　豊能町は、第１次・第２次産業が中心となっている町であり、主な税収源は住民税及び固定資産
税となっているにも拘らず住民の定着化及びＵ・Ｉ・Ｊタ－ン施策などの移住促進施策などの遅れ
が原因となり人口は、１９９５年の２６,６１７名から２０２０年には２０,５１０名となりとなり２
５年間に６,６１７名の減少となりました。
また、総務省統計局が５年毎に行っている２０１３年度の全国住宅土地調査で豊能町の空き家数
は７７０件と発表し、２０１８年度の同調査は９７０件、その後、毎年約４０件程度の空き家が増
加を続け５年後の西暦２０２３年度調査の発表を待つことなく空き家数は約１千件を超えるものと
思われます。
豊能町の空き家対策の立ち遅れの理由として空き家問題に特化した団体の育成に消極的であった
こと及び空き家問題相談窓口の未整備が考えられます。
２．事業の内容

（１）事業の概要と手順
当法人は、空き家問題が人口減と財政力不足の遠因であると位置付けて、大阪府豊能町過疎地
域指定直後の空き家問題総合相談窓口の整備事業を始めとした以下の事業を行いました。
ア　事業の概要

(ア)　空き家問題総合相談窓口の開設と整備
(イ)　豊能町内のモデル地区における空き家の悉皆調査及び住民の意識調査
(ウ)　空き家セミナ－及び各種法律相談会の啓発活動
(エ)　移住を目的とした豊能町日帰り体験ツア－
(オ)　古民家リフォ－ム塾の開催
(カ)　日本で初めてのＦＭ放送による空き家問題啓発放送
(キ)　豊能町西公民館で「空き家問題と終活」のパネル展示
(ケ)　空き家の管理
（２）事業の手順
　　　　本事業は以下の体制で取り組みました。
ア　有資格者の積極的な登用
空き家問題の解決には民法、宅建業法、税法及び登記法を始めとした法律知識が必要となる
　　　ことから当法人は、所属する行政書士、宅建士、一級建築士、司法書士、税理士、土地家屋調
査士、弁護士、遺品整理士及び墓じまい士を積極的に登用し、空き家セミナ－、各種法律相談
会及び現地相談会に対応いたしました。
イ　個人情報の厳格な管理
　　　　空き家問題には、多くの個人情報が含まれることから空き家の所有者又は相続予定者は個人
情報の漏えいに不安を抱いております。
当法人は、個人情報を厳格に管理する目的で個人情報管理規則を定め合規・適正な空き家業
務等に努めております。
ウ　国の機関や行政との連携
空き家事業は、国の政策が基準となり地方の空き家事業に反映し、それを受けて我々が実行
部隊となり空き家活動を行うシステムになっております。
当法人は、空き家対策に有効な手段である「住宅確保要配慮者支援法人」として、大阪府(第
４４号)、奈良県(第６号)及び兵庫県(第１４号)の各府県知事から指定を受けた強みを生かして
国の機関や行政と連携した活動を行っております。
（２）事業の取組詳細
ア　空き家問題総合相談窓口の開設と整備
　　本事業のメインテ－マとして捉えた空き家問題総合相談窓口の開設と整備は、当法人が持ち備えている空き家問題解決に必要な各種法律知識と設立以来、積み重ねてきた空き家対策の
　　ノウハウをもって、当法人の事務所に空き家問題総合相談窓口を開設・整備しました。
イ　豊能町内のモデル地区における空き家の悉皆調査及び住民の意識調査
　空き家の悉皆調査はモデル地区を選定し、第一次調査から第五次調査までとして豊能町と
各自治会の理解と協力を得て計画しました。
ウ　空き家セミナ－及び各種法律相談会の啓発活動
(ア)　空き家セミナ－の実施日、テ－マ、参加者数、相談と質問の合計の順
　　a　令和4年8月20日、「売れる空き家と売れない空き家！その差とは！」9名、4件
  b　令和4年9月21日、「遺言の実際と注意点」17名、3件
c　令和4年10月28日、「こんなにある！過疎地域の現況」17名、1件
d　令和４年11月17日、「上手な遺品整理と業者の選び方」10名、3件

e　令和４年12月15日、「相続の基礎を学んでトラブル防止19名、6件

f　令和５年1月13日、「これで安心崖っぷちの空き家問題」9名、6件

g　令和5年2月15日、「相続登記の義務化が近づいています」11名、４件
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参加者延べ９２名相談件数２７件の成果に繋がりました。
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　　　　(イ)　法律相談会での主な相談内容

　　　　a　亡くなった主人の財産を相続放棄したい　
            b　 亡くなった主人の相続手続きについて
c　夫名義の自宅の生前贈与について
d　兄弟３名で所有している不動産の処分
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について
e　相続人の廃除について
f　墓じまいについて
    エ　移住を目的とした豊能町日帰り体験ツア－
(ア)　全版
豊能町は大阪の北摂山系に位置し、西には兵庫県、北には京都府、東には、大阪府茨木市
そして南は大阪府池田市と接している自然が豊かな大阪府のベッドタウンです。
　　　　ここで、（株）大東建託が調査した大阪府下の自治体を対象に行った「街の幸福度＆住み続
けたい町ランキング」において豊能町が２年連続で第１位、「街の幸せ度（駅）」が１５位、
「街に誇りがある」が１７位、「街に愛着がある」が１８位とそれぞれ高い評価を得ています。
　　　　このように魅力ある豊能町への移住を目的とした豊能町日帰り体験ツア－を次のとおり計
　　　画しました。
(イ)　ツア－施設と順路等
集合地点「豊能町役場（町長挨拶）」～豊能町郷土資料館～古民家での昼食～箕面新町・豊
能町内ショッピンクセンタ－～豊能町吉川中学校・各小学校各保育施設等の教育施設～金融
機関～豊能町吉川支所～消防署・交番～各老人福祉施設～豊能町文化ホ－ル～体育館～解散
　　オ　古民家リフォ－ム塾の開催
豊能町川尻地区で豊能町内の斉藤さんが私費を投じて古民家を買取り、リフォ－ム塾を開催
しております。
　　　　　塾長の斉藤さんは大工の技術を生かして、天井や床の張替、風呂、キッチン、トイレなど
の取り換え、囲炉裏の取り付け、そして庭や駐車場の整備など楽しい塾となっております。
　　　　　また、古民家はリフォ－ム後の活用構想として、「ＤＩＹを通じた集いの場」、「古民家音楽
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会の開催」及び「子供たちの学び舎」に活用し地域のコミュニティ作りを予定しております。
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(カ)　日本で初めてのＦＭ放送による空き家問題啓発放送と成果
平素から空き家問題について、広く国民
への啓発活動を推し進める方策　手段につ
いて思考を巡せていたところ、ＦＭ電波を
媒体とした空き家問題啓発放送を思い立ち
数社への問い合わせを行った結果、番組編
成と委託料との関係から株式会社ＦＭマザ－
シップと放送委託契約が纏まり、以下の項目
で「日本で初めてのＦＭ電波を媒体とした
空き家問題啓発放送」を行いました。
　　　　a　空き家問題総合相談窓口の整備
　　　　b　空き家セミナ－と各種法律相談会の開催
c　モデル地区での空き家全数調査と住民に対する空き家の意識調査
d　移住を目的とした「日帰り体験ツア－」
e　古民家リフォ－ム塾の開催

ＦＭ電波を媒体とした空き家問題啓発放送は次年度事業でも取り入れ活動に弾みをつけたい
と考えております。
（キ）空き家問題と終活に関するパネル展示と成果
　　　令和５年１月１１日から１月２４日にかけて豊能町西公民館で「空き家問題」と「終活」
をメインテ－マとし、パネル展示を行いました。
　　　空き家問題のサブテ－マは「空き家の現状」、「空き家発生の原因」、「空き家の利活用の実
例」とし、終活のサブテ－マは「相続・遺言」、「医療・介護」、「お墓じまい」、「遺品整理」
とし分かりやすさを強調しました。
　　　パネル展示会場として利用した豊能町西公民館は町民の多くが利用する施設であり、毎日
のように多くのサ－クル活動に訪れる町民の目に留まることからパネル展示の効果が期待さ
れます。
　　　パネルは、正面玄関のスペ－スを使用させていただき見学者の感想がいただけるアンケ－
ト箱を設置するなどの工夫により、バネル展示に対する多くのご意見を戴けるよう着意いた
しました。
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（ク）空き家の管理と成果
　　　豊能町内に存在する管理不全空き家は、防犯・防火、景観の悪化、衛生問題などの理由により
ご近所にご迷惑をかけた状態が続いております。
　管理に当たっては、管理看板を設置し、地域の警察及び消防と連携して空き家の巡回点検を行
い、「全窓開放による空気の入れ替え」、「ゴミ拾い」、「雑草の除去」、「越境した庭木のせん定」及
び「ご近所との情報交換」などを行い空き家の所有者と地域の皆様へ安心・安全を提供しており
ます。
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（２）成果
　　　　ア　全般
(1) 本事業の根拠性、有効性及び正当性を証するため豊能町長と当法人との間で空き家
　　対策に関する協定書を締結し町民から信頼と安心を得る事業を行いました。
(2) 豊能町が全世帯に配布している豊能町広報誌「広報とよの」に空き家問題総合相談
窓口開設の記事を掲載し安定的な空き家事業を行いました。
(ウ)　豊能町後援事業として認定されました。
　　　　  (エ)　豊能町と、空き家事業に関する空き家問題意見交換会検討が行われる運びとなりま
した。
(オ)　本事業について豊能町町議会議員全員の１２名に対して主要な空き家セミナ－及び
各種法律相談会の案内を行った結果、通算８名の豊能町町会議員が空き家セミナ－及び
各種法律相談会に参加しました。
また、西公民館で行ったパネル展示には３名の豊能町町会議員が視察されました。
(カ)　本事業について豊能町内の１２自治会に対して空き家セミナ－及び各種法律相談会の
案内を行った結果、３名の自治会長または自治会長の代理者が空き家セミナ－へ参加さ
れました。
また、参加された自治会長等には、当法人が計画している空き家の悉皆調査の事業説
　　　　　　明と協力をお願いした結果、空き家セミナ－及び各種法律相談会開催に繋がりました。
(キ)　空き家問題解決のため、豊能町の近隣市町村である大阪府豊中市・能勢町及び兵庫
県猪名川町の空き家対策担当者と空き家情報の共有や空き家対策の業務連携が行えま
した。
将来は規模の拡大を図りサテライト方式の空き家対策の業務連携に考えております。
(ク)　提案事業毎の成果について
　　　　　a　空き家問題総合相談窓口の開設と整備
豊能町には、空き家問題相談窓口が整備されなかったことから町民の空き家問題へ
の認識を向上させるため当法人が備えている空き家問題解決に必要な各種法律知識と
空き家対策のノウハウをもって活動した結果、豊能町にこのような団体が豊能町に存
在していることを知らない方に対して継続した空き家活動行う事になりました。
 b　空き家問題への取り組みの基本は品質の高い現況把握であり、豊能町と各自治会の
理解と協力を得て空き家の悉皆調査と空き家所有者や自治会員の空き家に関する意識
調査計画しましたが一部役員から個人情報の漏洩などの問題を指摘されるなど想定外
の問題に必要な時間が必要となり空き家の悉皆調査を行うことが出来ませんでした。
c　当法人の得意正面である空き家セミナ－及び各種法律相談会をそれぞれ７回を開
催し、参加者延べ８２名の成果に繋がりました。
何れの相談も生活に密着した内容であることから今後も継続すべき事業として捉え
ています。

d　豊能町は大阪の北摂山系に位置し、西には兵庫県、北には京都府、東には、大
阪府茨木市そして南は大阪府池田市と接している自然が豊かな大阪府のベッドタ
ウンです。
　　　　ここで、（株）大東建託が調査した大阪府下の自治体を対象に行った「街の幸福度
＆住み続けたい町ランキング」において豊能町が２年連続で第１位、「街の幸せ度
（駅）」が１５位、「街に誇りがある」が１７位、「街に愛着がある」が１８位とそれぞれ高
い評価を得ております。
　　　　　このように魅力ある豊能町への移住を目的とした豊能町日帰り体験ツア－を次の順路
で計画しました。
集合地点「豊能町役場（町長挨拶）」～豊能町郷土資料館～古民家での昼食～箕面新町・
豊能町内ショッピンクセンタ－～豊能町吉川中学校・各小学校各保育施設等の教育施設～
金融機関～豊能町吉川支所～消防署・交番～各老人福祉施設～豊能町文化ホ－ル～体育館
～解散
e　古民家リフォ－ム塾の開催と成果
豊能町川尻地区で豊能町内の斉藤さんが私費を投じて古民家を買取り、リフォ－ム塾
を開催しております。
　　　　　　　塾長の斉藤さんは大工の技術を生かして、天井や床の張替、風呂、キッチン、トイレなどの取り換え、囲炉裏の取り付け、そして庭や駐車場の整備など楽しい塾となっており当法人のホ－ムペ－ジで公開しております。
　　　　　　　また、古民家はリフォ－ム後の活用構想として、「ＤＩＹを通じた集いの場」、「古民家
音楽会の開催」及び「子供たちの学び舎」に活用し地域のコミュニティ作りを予定して
おります。
３．評価と課題
(1)　空き家問題総合相談窓口の開設と整備
　　空き家発生の原因は所有者及び相続人ですがこれまで大きくなった問題は防犯・防火、景観の
悪化、衛生問題などの総合的な判断が必要となり身近で敷居の低い空き家相談窓口の設置が必要
となり当法人が行った活動には町民からの強い期待を感じました。
その期待に応えることが出来る空き家問題に特化したＮＰＯ法人の育成が課題となります。
(2)　空き家の悉皆調査
　　空き家の現状把握には法的な沢山の問題がありますが、そこで必要となるのは高品質の空き家
悉皆調査と空き家所有者及び住民の意識調査となり空き家対策特別措置法が要求する空き家のデ
－タベ－ス化の作成に耐えられる空き家の悉皆調査が課題となります。
　なお、今回の悉皆調査は協力予定の自治会役員から個人情報問題の指摘があり調査の断念
となりましたが計画の再検討を行う事で本事業全体への影響は有りませんでした。
(3)　空き家セミナ－及び各種法律相談会の開催
　　当法人は、空き家問題に特化した法人として本事業において９０回を迎える空き家セミナ－
を開催いたしました。参加者は約１千名を超え沢山の相談を受けております。
　当法人は、本年が、空き家問題元年と位置付けており、相続登記の義務化、相続不動産の国
家帰属制度及び空き家対策特別措置法の特定空き家問題となります。

　空き家問題は際限なく解決が難しく空き家を受け入れながら、個人の事情で発生した空き家
は個人が解決できるよう官民が一体となった活動が課題だと思います。
(4)　移住を目的とした豊能町日帰りツア－
　　豊能町をもっと知って貰い移住直後の生活に必要な行政、教育施設、ショッピンクセンタ－
などの案内計画を作成しました。
訪問予定施設間の諸調整が問題となり事業の断念となりましたが計画の再検討を行う事で本
事業全体への影響は有りませんでしたが空き家の精密調査の手法が課題となります。
(5)　古民家リフォ－ム塾の開催
　　自然の豊かな環境での子育てを望むご家庭が多いことから計画いたしましたが町外発信への
配慮不足から僅かな見学者に止まりましたが当法人のホ－ムペ－ジのリニュ-アルを行い集客
の向上を図ることが課題だと思います。
(6)　日本で初めてのＦＭ放送による空き家問題啓発放送
　　　この事業の最大の問題は、放送料金となりますが株式会社ＦＭマザ－シップの契約料金に
対するご配慮で実現いたしました。
　更に、空き家問題の啓発放送を和歌山県・徳島県・大阪府沿岸のリスナ－にお届けできた
ことは極めて社会効果が望めたものと考えております。
　課題は、次年度以降の継続放送の可否となります。
(7)　空き家問題及び終活のパネル展示
　　令和４年１月１１日から２月２４日まで多くの町民が利用する豊能町西公民館の正面ロビ－にお
いて空き家問題と終活をテ－マに見学者の視覚に訴えるパネル展示を行いました。
　本事業への波及効果に期待できたものと考えており次年度以降の敬ス族が課題となります。
(8)　空き家の管理
　　空き家を放置することで湿気が悪影響し朽化がすすむことから当法人は空き家の管理を推し進め
ております。
活動は、毎月点検と通風、ごみの片付け、そして地元警察及び消防署との連携やご近所との情報交換など空き家所有者への安心感を得ております。
課題は、物件状況に応じた支援内容です。
４．今後の展開

(1)　本事業で得られた成果・課題をどのように活かすか
　ア　行政との連携
　本年が、空き家問題元年となり、相続登記の義務化、相続不動産の国家帰属制度及び空き家
対策特別措置法の特定空き家問題となりこれらの啓発には行政と連携しなければ達成できない
事業となります。
　イ　更なる空き家問題啓発活動の推進　
　　　空き家問題の解決手段は所有者、相続予定者、住民と行政の関わりに尽き、更なる空き家問題
啓発活動が必要となります。
(2)　今後、活動をどのように継続・発展させるのか
　　　結論として、国民に空き家の現状と問題点を理解してもらい空き家問題対応能力の向上を図
り、自らの事情で発生した空き家は自らの努力で解決する官民一体の空き家啓発活動が必要と
なります。
　　　この際、空き家問題に特化した特定非営利活動法人等の登用を行うための「底さらえ」が必
　　要となります。
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